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地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令に

ついて（老人福祉法及び介護保険法関係） 

 

 

 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（平成２３年厚生労働

省令第１２７号）」については、本日公布され、平成２４年４月１日から施行されるとこ

ろであるが、その趣旨及び主な内容のうち、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）及

び介護保険法（平成９年法律第１２３号）に係るものについては下記のとおりであるので、

十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。）をはじめ、関係者、関係団体等に対し、

その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにされたい。 

 

  

各 



 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平成２３年法律第３７号）において、老人福祉法及び介護保険法の改正

がなされ、従来、厚生労働省令で定めることとされていた施設基準等について、都道

府県又は市町村の条例で定めることとされた。 

また、都道府県又は市町村が条例を定めるに当たっては、施設基準等に定められた

事項ごとに、 

① 厚生労働省令で定める基準に従い定めるもの（以下「従うべき基準」という。） 

② 厚生労働省令で定める基準を標準として定めるもの（以下「標準」という。） 

③ 厚生労働省令で定める基準を参酌するもの（以下「参酌すべき基準」という。） 

とされているところである。 

これに伴い、厚生労働省令で定められている施設基準等につき、「従うべき基準」、

「標準」及び「参酌すべき基準」に区分する等、所要の省令改正を行う。 

 

第２ 改正の概要 

 

一 老人福祉法関係 

 

⑴ 養護老人ホーム設備及び運営に関する基準（昭和４１年厚生省令第１９号）及

び特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６

号）に定める基準につき、以下のとおり区分する（第２条及び第３条関係）。 

①「従うべき基準」 

・ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに配置する職員及びその員数 

・ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに係る居室の床面積 

・ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの運営に関する事項であって、入

所する老人の適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連する

ものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「標準」 

・ 養護老人ホームの入所定員 

③「参酌すべき基準」 

・ ①及び②に掲げる基準以外の基準 

 

⑵ 「参酌すべき基準」とされている特別養護老人ホーム及び地域密着型特別養護

老人ホームの居室定員について、「４人以下」を「１人」に改める（第２条及び

第３条関係）。 

 



 

二 介護保険法関係 

 

⑴ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚

生省令第３７号）に定める基準につき、以下のとおり区分する（第５条関係）。 

①「従うべき基準」 

○ 基準該当居宅サービス 

・ 基準該当居宅サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

・ 基準該当居宅サービスの事業に係る居室の床面積 

・ 基準該当居宅サービスの運営に関する事項であって、利用する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接

に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

○ 指定居宅サービス 

・ 指定居宅サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

・ 指定居宅サービスの事業に係る居室、療養室及び病室の床面積 

・ 指定居宅サービスの運営に関する事項であって、利用する要介護者のサー

ビスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関

連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「標準」 

・ 基準該当居宅サービスの事業に係る利用定員 

・  指定居宅サービスの事業に係る利用定員 

③「参酌すべき基準」 

・ ①及び②に掲げる基準以外の基準 

 

⑵ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省

令第３９号）に定める基準につき、以下のとおり区分する（第６条関係）。 

①「従うべき基準」 

・ 指定介護福祉施設サービスに従事する従業者及びその員数 

・ 指定介護老人福祉施設に係る居室の床面積 

・ 指定介護老人福祉施設の運営に関する事項であって、入所する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接

に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「参酌すべき基準」 

・ ①に掲げる基準以外の基準 

 

⑶ 介護老人保健施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第

４０号）に定める基準につき、以下のとおり区分する（第７条関係）。なお、療

養室、診察室及び機能訓練室並びに医師及び看護師の員数に関する基準について

は、厚生労働省令で定めるところによるものとする。 

 



 

①「従うべき基準」 

・ 介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者並びにそれらの員

数 

・ 介護老人保健施設の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサー

ビスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関

連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「参酌すべき基準」 

・ 療養室、診察室及び機能訓練室並びに医師及び看護師の員数に関する基準 

並びに①に掲げる基準以外の基準 

 

⑷ 指定地域密着型サービスの人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第３４号）に定める基準につき、以下のとおり区分する（第８条関係）。 

①「従うべき基準」 

・ 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員

数 

・ 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積 

・ 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定員 

・ 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は入

所する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに

秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「標準」 

・ 指定地域密着型サービスの事業（小規模多機能型居宅介護及び認知症対応

型通所介護の事業を除く。）に係る利用定員 

③「参酌すべき基準」 

・ ①及び②に掲げる基準以外の基準 

 

⑸ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３５号）に定める基準につき、以下のとおり区分する（第９条関係）。 

①「従うべき基準」 

○ 基準該当介護予防サービス 

・ 基準該当介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の

員数 

・ 基準該当介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

・ 基準該当介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は

入所する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並び

に秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

○ 指定介護予防サービス 

・ 指定介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 



 

・ 指定介護予防サービスの事業に係る居室、療養室及び病室の床面積 

・ 指定介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は入所

する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘

密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「標準」 

・ 基準該当介護予防サービスの事業に係る利用定員 

・ 指定介護予防サービスの事業に係る利用定員 

③「参酌すべき基準」 

・ ①及び②に掲げる基準以外の基準 

 

⑹ 指定地域密着型介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３６号）に定める基準につき、以下のとおり

区分する（第１０条関係）。 

①「従うべき基準」 

・ 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従

業者の員数 

・ 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

・  介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事

業に係る利用定員 

・ 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利

用する要支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに

秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「標準」 

・ 指定地域密着型介護予防サービスの事業（①に掲げるものを除く。）に係

る利用定員 

③「参酌すべき基準」 

・ ①及び②に掲げる基準以外の基準 

 

⑺ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０

条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医

療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号）に定

める基準につき、以下のとおり区分する（附則第９条関係）。 

①「従うべき基準」 

・ 指定介護療養施設サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の

員数 

・ 指定介護療養型医療施設に係る病室の床面積 

・ 指定介護療養型医療施設の運営に関する事項であって、入院する要介護者

のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密



 

接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②「参酌すべき基準」 

・ ①に掲げる基準以外の基準 

 

⑻ 「参酌すべき基準」とされている指定介護老人福祉施設及び地域密着型介護老

人福祉施設の居室定員について、「４人以下」を「１人」に改める（第６条及び

第８条関係）。 

 

三 経過措置（附則第２条、附則第３条及び附則第４条関係） 

 

 特別養護老人ホーム、地域密着型特別養護老人ホーム、指定介護老人福祉施設及

び指定地域密着型介護老人福祉施設の居室定員に関する基準の改正に伴い、以下の

経過措置を設けることとする。 

① この省令の施行の日から起算して１年を超えない期間内において、都道府県又

は市町村の条例が制定施行されるまでの間においては、改正後の特別養護老人ホ

ーム等の居室定員に関する基準について、「１人」とあるのは、「４人以下」と

する。 

② 条例の制定施行の際現に存する特別養護老人ホーム（基本的な設備が完成して

いるものを含み、当該条例の制定施行の後に増築され、又は全面的に改築された

部分を除く。）等について、改正後の居室定員に関する基準を適用する場合にお

いては、「１人」とあるのは、「４人以下」とする。 

 

第３ 留意事項 

 

⑴ 各施設基準等における「従うべき基準」、「標準」及び「参酌すべき基準」の区

分の詳細については、別添を参照されたい。 

⑵ なお、「従うべき基準」、「標準」及び「参酌すべき基準」については、「地方

分権改革推進計画について」（平成２１年１２月１５日閣議決定）において、以下

のとおり定義されているところ、十分留意されたい。 

・「従うべき基準」 

条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければならない基準であり、

当該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容される

ものの、異なる内容を定めることは許されないもの。 

・「標準」 

法令の「標準」を通常よるべき基準としつつ、合理的な理由がある範囲内で、

地域の実情に応じた「標準」と異なる内容を定めることが許容されるもの。 

・「参酌すべき基準」 

地方自治体が十分参酌した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異な

る内容を定めることが許容されるもの。 



 

⑶ 条例により基準を定めるに当たっては、附則第２条第２項、附則第３条第２項及

び附則第４条第２項に規定する経過措置の趣旨を踏まえ、既存の施設に対する取扱

につき十分留意されたい。 

⑷ なお、今後とも随時基準の改正が行われる可能性があり、条例により基準を定め

るに当たっては十分留意されたい。 

 

第４ 施行期日 

 

平成２４年４月１日 


